
 

郵送請求にかかる手数料の収納事務委託の公表について 

 

 

住民票・戸籍などの郵送請求にかかる手数料の収納事務を委託しましたので、地方自治法（昭和

２２年法律第６７号）第２４３条の２第１項[注]の規定に基づき、以下のとおり公表します。 

なお、これに伴い、令和６年１１月１日以降、住民票や戸籍などの郵送請求で発行される領収証の

発行者は「株式会社パソナ」と表記されます。 

 

 

１ 委託先 

  株式会社パソナ 

  東京都港区南青山３丁目１番３０号 ＰＡＳＯＮＡ ＳＱＵＡＲＥ 

 

２ 収納事務を行う期間 

令和６年１１月１日から令和７年１０月３１日まで 

 

 

[注]地方自治法（抜粋） 

（指定公金事務取扱者） 

第２４３条の２ 普通地方公共団体の長は、公金の徴収若しくは収納又は支出に関する事務（以下この条

及び次条第１項において「公金事務」という。）を適切かつ確実に遂行することができる者として政令で定

める者のうち当該普通地方公共団体の長が総務省令で定めるところにより指定するものに、この条から第

２４３条の２の６までの規定の定めるところにより、公金事務を委託することができる。 

２ 普通地方公共団体の長は、前項の規定による委託をしたときは、当該委託を受けた者（以下「指定公

金事務取扱者」という。）の名称、住所又は事務所の所在地、指定公金事務取扱者に委託した公金事務

に係る歳入等又は歳出その他総務省令で定める事項を告示しなければならない。 

３ （以下、略） 


